
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

寄
居
町
九
月
定
例
議
会
が
８
月
３
１
日
か
ら
２
５
日
間
開
催
さ
れ
ま
し

た
。
寄
居
町
は
一
般
会
計
の
決
算
が
、
５
億
５
千
万
の
黒
字
と
な
り
ま
し

た
。
そ
の
理
由
の
一
つ
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
の
１
年
が
、
町
の
補
助
金
で
の
行
事

が
全
く
行
わ
れ
な
か
っ
た
こ
と
で
す
。
（北
条
ま
つ
り
、
水
天
宮
祭
、
公
民

館
活
動
等
）こ
れ
は
、
不
可
抗
力
と
も
い
う
べ
き
こ
と
で
し
た
が
、
そ
れ
以

外
で
大
き
な
黒
字
に
な
っ
た
の
が
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
で
、
１
億

１
千
万
の
黒
字
で
し
た
。 

 

◇
保
険
事
業
は
広
域
化
、
値
上
げ
、
使
用
控
え
で
黒
字
で
も

払
え
な
い
人
が
増
加
・
・
・
保
険
は
誰
の
た
め
？
◇ 

■
要
因
と
し
て
は
、
国
保
税
の
値
上
げ
と
コ
ロ
ナ
禍
で
の
通
院
控
え
が
考

え
ら
れ
ま
す
。
一
方
で
、
不
納
欠
損
（５
年
間
で
保
険
税
が
払
え
な
か
っ
た

額
）が
３
１
０
０
万
円
、
収
納
未
済
額
が
９
１
０
０
万
円
と
、
国
保
税
が
払

え
な
い
方
が
急
増
し
て
い
ま
す
。
党
議
員
団
は「
不
納
欠
損
や
収
納
未
済

額
を
出
す
よ
り
も
国
保
税
を
値
下
げ
し
て
誰
も
が
安
心
し
て
払
え
る
よ

う
に
す
る
必
要
が
あ
る
」と
主
張
し
ま
し
た
が
、
町
の
回
答
は「
県
の
制
度

と
な
っ
て
お
り
、
制
度
を
持
続
さ
せ
る
た
め
に
値
下
げ
は
考
え
て
い
な
い
」

と
い
う
も
の
で
し
た
。 

◇
住
民
に
寄
り
添
っ
た
社
会
保
障
制
度
に
◇ 

介
護
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
、
国
保
と
、
広
域
化
し
て
財
政
面
で
は

黒
字
に
な
っ
た
と
し
て
も
、
住
民
生
活
を
苦
し
め
、
払
え
な
い
人
を
多
く

作
っ
て
し
ま
っ
て
は
、
住
民
に
寄
り
添
っ
た
社
会
保
障
制
度
か
ら
遠
ざ
か
っ

て
い
る
と
言
え
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。 

 

■
党
議
員
団
の
主
な
質
疑
を
ご
紹
介
し
ま
す 

☘
田
母
神
議
員
は「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
社
会
の
実
現
」
を
求
め
る「
男
女
共

同
参
画
計
画
」
の
推
進
状
況
や
、
女
性
活
躍
の
拡
大
に
つ
な
が
る
賃
金
格

差
の
是
正
な
ど
を
中
心
に
質
問
し
ま
し
た
。 

◇
女
性
管
理
職
登
用
率
は
目
標
の
１
７
％
弱 

本
気
度
に
疑
問
符
◇ 

■
町
の
男
女
共
同
参
画
は
形
は
で
き
て
い
て
も
、
女
性
管
理
職
登
用
率
は

目
標
の
１
６
．
９
％
に
過
ぎ
ず
、
本
気
度
が
問
わ
れ
る
状
況
で
す
。
賃
金

格
差
是
正
は「
国
の
政
治
が
考
え
る
こ
と
」と
の
答
弁
か
ら
も
町
と
し
て
の

や
る
気
は
う
か
が
わ
れ
ま
せ
ん
。 

  

♠
大
澤
議
員
の「
高
齢
者
支
援
」
に
関
す
る
質
問
で
は
、
エ
ア
コ
ン
購

入
、
補
聴
器
購
入
補
助
金
制
度
の
提
案
を
し
ま
し
た
。 

◇
エ
ア
コ
ン
補
助
は
不
要
、
加
齢
で
の
聴
覚
障
害
は
自
己
責
任
で
◇ 

■
町
の
回
答
は
、
エ
ア
コ
ン
は
月
々
に
す
れ
ば
僅
か
な
費
用
で
買
え
る
、

補
聴
器
は
障
害
レ
ベ
ル
な
ら
考
え
る
が
、
加
齢
に
よ
る
も
の
は
自
己

責
任
で
、
と
何
で
も
自
己
責
任
で
の
対
応
を
求
め
る
、
政
府
の
方
針

そ
の
ま
ま
の
答
弁
で
し
た
。 

■
「
住
宅
改
修
資
金
補
助
制
度
」
の
予
算
増
額
、
再
利
用
提
案
に
も
、

利
用
者
が
求
め
て
い
な
い
、
と
冷
た
い
対
応
で
し
た
。 

 

■
令
和
２
年
度
各
決
算
の
認
定
に
反
対
し
ま
し
た 

・
寄
居
町
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
反
対 

中
小
事
業
者
に
は
新
型
コ
ロ
ナ
支
援
金
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

生
活
困
窮
の
高
齢
者
に
も
支
援
を
行
う
べ
き
で
す
。 

・
寄
居
町
水
道
事
業
会
計
利
益
の
処
分
及
び
決
算
の
認
定
に
反
対 

使
用
量
１
０
㎥
以
下
の
家
庭
に
は
基
本
水
量
料
金
を
変
更
す
べ
き
。 

田
母
神
節
子
議
員
一
般
質
問
要
旨 

◇ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

一
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
社
会
の
実
現
を
目
指
す
実
効
性
あ
る

「
男
女
共
同
参
画
計
画
」
の
推
進
を 

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
は
、
日
本
社
会
の
深
刻
な
ジ
ェ

ン
ダ
ー
格
差
を
改
め
て
浮
き
彫
り
に
し
ま
し
た
。 

【
問
】
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画
推
進
に
つ
き
、
次
に
対
す

る
町
の
状
況
を
伺
い
ま
す
。  

➀
プ
ラ
ン
の
最
終
年
度
ま
で
に
「
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
男
女
比
半
々
」
を

目
標
に
各
種
施
策
を
す
す
め
る
こ
と
に
関
し
寄
居
町
職
員
の
女
性
管

理
職
の
登
用
率
２
０
％
の
達
成
状
況
は
ど
う
で
す
か
。 

➁
各
種
審
議
会
等
へ
の
女
性
参
画
率
３
０
％
の
達
成
状
況
と
そ
の
方

策
を
ど
う
考
え
て
い
ま
す
か
。 

【
回
答
】 

➀
「
男
女
比
半
々
に
こ
だ
わ
ら
ず
男
女
が
対
等
な
パ
ー
ト
ナ
ー
の
地

域
社
会
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
す
。
女
性
管
理
職
登
用
率
達
成
状
況

は
今
年
４
月
現
在
、
１
６
．
９
２
％
と
未
達
成
で
す
。 

➁
審
議
会
等
へ
の
参
画
率
は
１
６
．
４
％
と
未
達
成
で
す
。
目
標
達
成

に
向
け
、
課
長
会
議
で
改
善
を
指
示
し
た
ほ
か
、
現
状
や
課
題
に
つ

い
て
調
査
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。 

  

【
問
】
経
済
社
会
に
お
け
る
女
性
活
躍
の
拡
大
に
つ
い
て
次
の
事
に
回

答
願
い
ま
す
。 

➀
男
女
間
の
賃
金
格
差
の
把
握
、
格
差
改
善
の
考
え
は
。
②
生
活
時
間

を
保
障
す
る
労
働
ル
ー
ル
の
確
立
。
③
介
護
保
険
申
請
前
の
チ
ェ
ッ

ク
で
認
定
か
ら
外
さ
れ
る
人
が
い
る
が
改
善
で
き
な
い
か
。
④
非
正

規
雇
用
削
減
の
為
、
役
場
の
会
計
年
度
任
用
職
員
は
正
規
職
員
を
増

員
す
べ
き
。
⑤
非
正
規
・
正
規
の
均
等
待
遇
を
進
め
る
女
性
賃
金
の
引

き
上
げ
。 

【
回
答
】 

➀
賃
金
格
差
は
町
で
は
把
握
し
て
お
ら
ず
県
の
女
性
の
給
与
水
準
は

男
性
の
７
５
．
４
％
で
す
。
格
差
改
善
は
国
や
県
の
施
策
と
考
え
ま
す
。 

➁
労
働
ル
ー
ル
の
確
立
は
、
法
律
や
人
事
院
規
則
の
改
定
に
合
わ
せ

整
備
し
て
い
ま
す
。
➂
事
前
チ
ェ
ッ
ク
は
機
能
低
下
有
無
を
確
認
す

る
も
の
で
、
介
護
認
定
要
否
を
決
め
る
も
の
で
は
な
く
、
こ
れ
で
介
護

認
定
を
お
断
り
し
た
事
例
は
あ
り
ま
せ
ん
。
➃
町
職
員
は
寄
居
町
定

員
管
理
規
定
に
基
づ
き
、
計
画
的
に
採
用
し
ま
す
。
➄
非
正
規
、
正
規

の
均
等
待
遇
及
び
女
性
の
賃
金
引
上
げ
は
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
国
や
県
の
相
談
窓
口
や

事
業
主
支
援
策
を
周
知
し
て
い
ま
す
。 

 

 

【
問
】
女
性
労
働
者
の
多
い
ケ
ア
労
働
者
の
待
遇
改
善
の
為
、
次
の
取

組
み
が
で
き
ま
せ
ん
か
。 

➀
ケ
ア
労
働
分
野
で
の
増
員
や
賃
上
げ
要
望
、
勤
務
実
態
な
ど
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
、
改
善
支
援
を
行
う 

➁
民
間
保
育
、
学
童
保
育
の
分
野
で
の
職
員
の
処
遇
を
改
善
し
、
職
員

配
置
基
準
を
抜
本
的
に
引
き
上
げ
る
。 

【
回
答
】 

➀
各
種
施
設
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
実
施
及
び
改
善
支
援
は
、
国

が
実
施
し
て
お
り
、
そ
の
考
え
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

➁
職
員
処
遇
改
善
、
配
置
基
準
で
は
、
町
独
自
制
度
で
一
人
、
月
１

万
２
千
円
の
加
算
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
配
置
基
準
は
国
の
基
準
、

県
の
補
助
基
準
に
準
拠
し
て
お
り
見
直
し
は
考
え
て
い
ま
せ
ん
。 
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【
問
】
男
女
共
同
参
画
の
視
点
に
立
っ
た
教
育
・
学
習
の
充
実
、
及
び

科
学
的
な
根
拠
に
基
づ
く
発
達
に
即
し
た
包
括
的
性
教
育
の
実
施
状

況
を
伺
い
ま
す
。 

【
回
答
】 

 

重
点
目
標
に
「
男
女
平
等
を
基
本
と
し
た
教
育
・
学
習
機
会
の
充
実
」

を
掲
げ
「
発
達
の
段
階
に
応
じ
て
保
健
教
育
の
実
施
」
を
設
け
、「
男

女
の
性
を
尊
重
し
、
命
の
尊
さ
に
重
点
を
置
い
た
保
健
教
育
の
推
進
」

と
「
性
別
に
偏
ら
な
い
保
育
の
推
進
」
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。 

 

✿
田
母
神
議
員
は
こ
の
他
に
も
多
岐
に
わ
た
り
質
問
し
て
い
ま
す
。
町

の
議
会
報
告
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。 

◆
性
の
多
様
性
を
尊
重
す
る
た
め
に 

◆
一
八
才
未
満
で
家
族
の
介
護
や
ケ
ア
を
担
う
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
へ

の
支
援
に
つ
い
て 

◆
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶
・
性
と
生
殖
に
関
す
る
権
利
と
健
康
保

障
、
困
窮
女
性
の
支
援
の
た
め
の
施
策
に
つ
い
て 

 

大
澤
博
議
員
一
般
質
問
要
旨 

◇ 

 

一
、
高
齢
者
支
援
に
つ
い
て 

 

高
齢
者
単
身
世
帯
が
増
え
、
エ
ア
コ
ン
や
補
聴
器
が
高
価
で
買
え

な
い
方
も
い
ま
す
。
町
の
発
展
に
貢
献
し
て
き
た
高
齢
者
へ
の
支
援

に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。 

【
問
】
熱
中
症
警
戒
ア
ラ
ー
ト
が
聞
こ
え
な
い
高
齢
者
も
い
ま
す
。
高

齢
者
か
ら
の
猛
暑
の
相
談
に
対
し
、
ど
う
対
応
を
し
て
い
ま
す
か
。 

【
回
答
】 

猛
暑
に
関
す
る
相
談
を
受
け
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
持
病
が
悪
化

等
、
体
調
不
良
の
相
談
が
あ
れ
ば
、
町
職
員
や
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
職

員
に
よ
る
訪
問
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。
家
族
の
連
絡
先
を
把
握
し
て

い
れ
ば
連
絡
と
る
等
、
随
時
対
応
し
て
い
ま
す
。 

 【
問
】
高
齢
者
世
帯
へ
の
エ
ア
コ
ン
購
入
費
補
助
が
川
越
市
、
前
橋
市
で
行

わ
れ
て
お
り
、
寄
居
で
も
補
助
す
る
考
え
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。 

【
回
答
】 

月
々
僅
か
な
負
担
で
設
置
が
可
能
で
あ
り
、
購
入
費
補
助
の
考
え

は
あ
り
ま
せ
ん
。
経
済
的
な
困
窮
な
ど
で
設
置
が
出
来
な
い
等
の
相

談
は
随
時
対
応
し
ま
す
。 

 

【
問
】
高
齢
者
は
聴
力
も
衰
え
、
サ
ー
ク
ル
等
で
会
話
が
成
り
立
た
ず
、

意
思
疎
通
が
出
来
な
い
こ
と
が
あ
る
よ
う
で
す
。
聴
力
が
低
下
し
た
高

齢
者
の
相
談
に
ど
う
対
応
し
て
い
ま
す
か
。 

【
回
答
】 

難
聴
の
原
因
と
な
る
病
気
は
様
々
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
医
療
機
関

へ
の
受
診
勧
奨
を
行
う
対
応
を
と
っ
て
い
ま
す
。 

 

【
問
】
聴
力
の
低
下
に
よ
る
う
つ
病
や
認
知
症
の
予
防
の
た
め
、
豊
島
区

な
ど
で
行
わ
れ
て
い
る
補
聴
器
購
入
費
補
助
を
実
施
す
る
考
え
は
あ
り

ま
せ
ん
か
。 

【
回
答
】 

障
害
者
手
帳
の
交
付
要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
補
装
具
の
補
助
を

受
け
ら
れ
、
加
齢
に
伴
う
難
聴
の
補
聴
器
購
入
費
助
成
は
考
え
て
い

ま
せ
ん
。 

 二
、
住
宅
改
修
資
金
補
助
制
度
に
つ
い
て 

 

住
宅
改
修
資
金
補
助
制
度
は
、
町
民
に
好
評
で
町
内
経
済
を
活
性

化
さ
せ
て
い
ま
す
。 

【
問
】
家
は
年
を
追
う
ご
と
に
劣
化
が
進
み
改
修
が
必
要
で
す
。
１
回
か

ぎ
り
で
な
く
利
用
後
１
０
年
間
が
経
過
し
た
ら
再
度
利
用
で
き
る
制
度

に
な
り
ま
せ
ん
か
。 

【
回
答
】 

 

複
数
回
利
用
は
、
事
業
開
始
以
来
、
毎
年
予
算
額
に
達
し
て
い
る
こ

と
、
よ
り
多
く
の
方
に
利
用
し
て
い
た
だ
き
た
い
こ
と
か
ら
、
現
在
は

考
え
て
い
ま
せ
ん
。 

 

【
問
】
改
修
資
金
補
助
対
象
と
な
る
事
業
額
を
２
０
万
円
以
上
か
ら
１
０

万
円
以
上
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
せ
ん
か
。 

【
回
答
】 

利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
２
０
万
円
以
上
に
補
助
す
る
当
制
度

に
、
約
３
分
の
２
の
方
か
ら
「
満
足
」
と
の
回
答
を
得
て
お
り
、
変
更

す
る
考
え
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

【
問
】
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
拡
大
で
落
ち
込
ん
だ
町
内
の
経
済
活
性
化
の

た
め
、
住
宅
改
修
資
金
補
助
制
度
の
予
算
を
増
額
出
来
ま
せ
ん
か
。 

【
回
答
】 

こ
こ
数
年
予
算
額
に
達
す
る
申
請
時
期
が
十
一
月
以
降
で
す
。
２

月
末
ま
で
の
工
期
を
考
慮
す
る
と
、
適
当
な
時
期
で
の
予
算
額
達
成

と
な
っ
て
お
り
、
妥
当
な
額
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。 

 
 

 

    気候危機は遠い外国や将来の問題ではなく、今、 

対策しないと取り返しがつかない私たちの問題です 

この 10 年で CO²を半減しない
とお孫さんの時代には最高気温
43℃の夏になります(環境省予測) 

■CO2 は電力、鉄鋼、セメント、石油精製、化学工業、製糸
業の 6分野、200 の事業所から 60％、交通分野から 18％
が発生しています。 
◇電力対策・・省エネで 20～30％削減、石炭火力、原発ゼロ 
         50％は再生エネルギーに置き換える 

◇産業対策・・排出量の大きな 6分野の企業に削減目標と 
達成計画の義務化 

◇交通対策・・電気自動車等の普及を直ちに促進する 

★再生エネルギー潜在量は必要電気
需要の５倍あります 
太陽光、水力、風力など日本には 
充分な資源が。政治の転換で再生 
可能エネルギーに切り替え可能。 

■再エネ活用後進国の日本(再エネ率比) 

ドイツ 47％、イギリス 45％、中国
29％、日本 22％ 中国より遅れている 

  
 
 

★省エネと再エネで
新たな雇用と投資が
生まれます 
この政策は耐乏生活や経

済の停滞をもたらすもので

はなく、地方経済を活性化

し雇用を作り出します。 

・削減目標 42％は世界平均 45％以下

の恥ずかしい目標。 

・石炭火力発電を増やしながら、実現

の目途が無い新技術頼りで CO2 を減

らすという口先だけのもの。 

気候危機を打開する 

日本共産党の 

２０３０戦略 

雇用 

年２５４万人増 

GDP 

２０５兆円増 

2030 年までの累計 
未来のためのエネルギ
ー転換研究 Gr 試算 


